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１．平成２３年３月期決算の概要 

 

（１）経営環境 

 

平成２２年度の国内経済は、一部持ち直しの動きが見られたものの、急激な円高や海外景

気の減速などから足踏みの状況となりました。こうした状況の中、平成２３年３月に発生し

た東日本大震災により、当組合の主たる営業地域である山梨県内では、宿泊キャンセルが相

次ぐなど観光業を中心に関連する食材業者、運送業者等が影響を受けているほか、製造業に

おいても材料の調達難から売上が減尐するなど、中小規模事業者の業況について、先行き不

透明な状況となっております。 

当組合といたしましては、平成２１年９月末に全国信用協同組合連合会（以下「全信組

連」という。）から資本支援を受ける際に公表いたしました「経営強化計画」に基づき、営業

推進体制の強化を図るとともに、同計画に掲げた各種施策の実現に向けて、役職員一丸とな

って取り組んでおります。 

今後も、経営強化計画に基づいた様々な施策を実践していくことで、適切かつ積極的な金

融仲介機能の発揮による中小規模事業者および個人の皆様に対する信用供与の維持・拡大に

取組み、地域の皆様のご期待に総力をあげてお応えすることで、地域とともに再生・活性化

する地域密着型金融を推し進め、当地域になくてはならない信用組合であり続けたいと考え

ております。 

 

 

（２）決算の概要 

 

ア．主要勘定（末残） 

  （単位：百万円）  

 21 年 3 月末 

実績 

22 年 3 月末

実績 

23 年 3 月末 

実績 21年3月末比 22年3月末比 

預 金 ・ 積 金 421,947 408,293 396,889 △25,058 △11,404 

貸 出 金 322,775 327,774 316,973 △5,802 △10,801 

有 価 証 券 41,067 69,404 69,329 28,262 △75 

 

（Ａ）預金・積金 

預金積金末残は、前年同期比で 114 億円（2.79％）減尐し、396,889 百万円となりまし

た。店舗統廃合（２２年度４店舗廃止）の影響により、特に個人預金が流出したことが主

な要因です。 

 

（Ｂ）貸出金 

貸出金につきましては、「経営強化計画」に基づき積極的な資金供給に取組んだ結果、中

小規模事業者等への貸出金は前年同期比 92 億円増加しましたが、個人向けおよび地方公共

団体向け貸出残高が減尐したため、貸出金全体では、前年同期比で 108 億円（3.29％）減
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尐し、316,973 百万円となりました。 

 

（Ｃ）有価証券 

有価証券残高につきましては、前年同期比 75 百万円（0.10％）減尐し、69,329 百万円

となりました。 

 

 

イ．収益状況（計数は別表 1 に記載） 

（Ａ）資金利益 

貸出金利息につきましては、期中において資金需要の低迷が続いたことから、貸出金の

平残が前年同期比 38 億円減尐したこと、また、変動金利貸出金の基準金利低下により、貸

出金約定平均利率が低下したこと等により、前年同期比 627 百万円減尐の 6,641 百万円を

計上しました。（貸出金約定平均利率 22年 3月期 2.801％ ⇒ 23年 3月期 2.687％ △0.114

ポイント） 

預金利息は、預金(平残）が前年同期比 160 億円減尐したこと、また、店頭預金金利の引

き下げなどにより、前年同期比 379 百万円減尐の 450 百万円を計上しました。 

 

（Ｂ）コア業務純益 

コア業務純益は、上述の貸出金利息減尐があったものの、預金利息の減尐および、計画

どおりの職員 500 名体制の実現と店舗統廃合の実施に伴う経費の削減（前年同期比△396

百万円）により、前年同期比 219 百万円増加の 2,433 百万円となりました。また、業務純

益は、一般貸倒引当金が 740 百万円の取崩しとなったことなどから、3,174 百万円となり

ました（一般貸倒引当金取崩額が前年同期比 435 百万円減尐したため、前年同期比は 221

百万円の減尐）。 

 

（Ｃ）当期純利益 

不良債権処理費用（個別貸倒引当金繰入、貸出金償却）については、債権トータル管理

による個社別管理の強化等により新規発生の防止等に努めてまいりましたが、地価下落に

伴う二次ロスの発生により、業務純益を上回る 3,562 百万円の計上となりました。 

この結果、当期純利益は△295 百万円の損失を計上いたしました。 

 

ウ．自己資本比率の状況 

平成２３年３月末の自己資本比率は、当期純損失の計上等により自己資本額が前年同期比

732 百万円減尐したこと等から、同比 0.03 ポイント低下し 18.61％となりました。 
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２．経営改善に係る数値目標 

 

（１）収益性を示す指標 

【 コア業務純益の改善額 】 

   （単位：百万円） 

 
計画始期 

の水準 

22／3 期 

実績 

23／3 期 

計画 

23／3 期 

実績 

23／3 期 

計画対比 
始期比 

コア業務純益 2,161  2,214  3,395  2,433  △962  272  

※ コア業務純益 ＝ 業務純益 ＋ 一般貸倒引当金繰入額 － 国債等債券関係損益 

※ 計画始期の水準については、直近の決算期の数値を設定しております。 

 

   平成２３年３月期の実績については、計画始期比では、継続的に経費削減に取組んだこ

となどから、272 百万円の改善が見られましたが、計画比では、△962 百万円の 2,433 百万

円となりました。 

これは、費用は、経費削減と預金金利の低下に伴う預金利息の減尐により、計画の範囲

内（計画比△769 百万円）となりましたが、貸出金利息収入において、資金需要の低迷が

続いたことや貸出金利回りが低下したことなどから、収益において計画数値に及ばな

かった（計画比△1,731 百万円）ことが主な要因であります。このため、今後は、役

員の役割を強化して組織力の向上を図り、営業活動の効率化を徹底することで営業態

勢を強化し、中小規模事業者への更なる貸出金増強により貸出金利息の増収に繋げて

まいります。 

 

（２）業務の効率性を示す指標 

【 業務粗利益経費率の改善幅 】 

   （単位：百万円、％） 

 
計画始期の

水準 

22／3 期 

実績 

23／3 期 

計画 

23／3 期 

実績 

23／3 期 

計画対比 
始期比 

経費（機械化関連費
用を除く） 

5,261  4,545  4,358  4,227  △131  △1,034 

業 務 粗 利 益 7,342  7,443  8,490  7,261  △1,229 △81  

業務粗利益経費率 71.65  61.06  51.33  58.21  +6.88  △13.44 

※ 業務粗利益経費率 ＝ （経費 － 機械化関連費用） ÷ 業務粗利益 

※ 計画始期の水準については、直近の決算期の数値を設定しております。 

※ 機械化関連費用には、アウトソーシング料、事務機器等の減価償却費、保守関連費用等を計上しております。 

 

平成２３年３月期の実績については、計画始期比では、経費削減に継続して取組んだこ

となどから、13.44 ポイントの改善が見られましたが、計画比では、6.88 ポイント及ばず、

58.21％となりました。 

これは、経費（機械化関連費用を除く）は計画を 131 百万円下回りましたが、貸出金利
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息の減収から、業務粗利益が計画対比で△1,229 百万円となったことが主な要因でありま

す。このため、上記（1）のコア業務純益にて記述したとおり、営業推進態勢を強化し貸出

金利息の増収を図り、業務粗利益経費率の向上に取組んでまいります。 

 

【別表１】 

 

 
22年 3月期 

実績 

23 年 3 月期 

実績 

 

計 画 計  画  比 前期比 

業務純益 3,395 3,174 3,445 △271 △221 

 業務収益 9,086 8,544 10,323 △1,779 △542 

 資金運用収益 8,562 8,038 9,723 △1,685 △524 

 うち貸出金収入 7,268 6,641 8,060 △1,419 △627 

役務取引等収益 492 479 530 △51 △13 

その他業務収益 31 26 70 △44 △5 

 うち国債等債券関係 5 2 50 △48 △3 

業務費用 5,691 5,369 6,878 △1,509 △322 

 資金調達費用 832 451 1,082 △631 △381 

 うち預金・譲渡性預金利息 829 450 1,081 △631 △379 

役務取引等費用 809 827 750 77 18 

その他業務費用 0 2 1 1 2 

 うち国債等債券関係 0 1 - 1 1 

一般貸倒引当金繰入額 △1,175 △740 - △740 435 

経費 5,223 4,827 5,045 △218 △396 

 うち人件費 3,087 2,839 2,895 △56 △248 

うち物件費 2,023 1,882 2,030 △148 △141 

経費（機械化関連費用除く） 4,545 4,227 4,358 △131 △318 

業務粗利益 7,443 7,261 8,490 △1,229 △182 

国債等債券関係損益 5 0 50 △50 △5 

コア業務純益 2,214 2,433 3,395 △962 219 

臨時損益 △12,463 △3,586 △1,930 △1,656 8,877 

 うち不良債権処理損失額 12,420 3,562 1,970 1,592 △8,858 

うち株式等関係損益 13 - 10 △10 △13 

経常利益（損失△） △9,067 △411 1,515 △1,926 8,656 

税引前当期純利益（損失△） △8,803 △248 1,625 △1,873 8,555 

法人税、住民税及び事業税 58 59 60 △1 1 

法人税等調整額 △274 △12 - △12 262 

税引後当期純利益（損失△） △8,586 △295 1,565 △1,860 8,291 

（単位：百万円） 
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３．経営の改善の目標を達成するための方策の進捗状況 

 

当組合は経営強化計画に沿って、厳しさを増す中小規模事業者への安定的かつ円滑な資

金供給を行うなど、適切かつ積極的な金融仲介機能を発揮するための諸施策に取組んでお

ります。 

具体的には、次の事項に重点的に取り組んでいるところです。 

  ① 営業態勢の強化による貸出の増強 

  ② 信用コスト削減のための取組強化 

  ③ ローコスト体制への移行（経営の効率化） 

  ④ 経営強化計画の確実な履行の確保 

 

 

 

 

ア．営業体制の充実 

（Ａ）「融資営業係」の精鋭化等 

お取引先への円滑な信用供与を実現するため、中小規模事業者を対象とした融資業務を

担う「融資営業係」を配置し、「提案型セールス」を実践することより、平成２２年度は   

４３８先３，７４９百万円の新規実行がありました。平成２３年度は、中小規模事業者が

多く融資取引の拡大・深耕が見込まれる地域の営業店７店舗に各１名の計７名を配置して

おり、平成２３年６月末現在、５８先４２２百万円の新規実行がありました。 

毎週金曜日には融資営業係連絡会議を開催し、各融資営業係が保有する情報および成功

事例を交換することにより、中小規模事業者の金融の円滑化に向けて組織的に取り組んで

いるほか、全信組連の斡旋により他信用組合から招聘した融資営業スキルに長けた人材が、

平成２３年１月から融資営業係のインストラクターとして同行訪問を行い、ＯＪＴを通じ

てスキルアップを図っております。 

なお、ローコスト体制への移行の取組として、大幅な人員削減を行い、平成２３年３月

末に５００名体制を達成（平成２３年３月末４９９名）いたしましたが、営業活動の強化

を図るため、店舗統廃合の実施（平成２２年度４店舗廃止）及び本部組織の再編による本

部人員の削減や事務の機械化促進等により人員を捻出し、営業部門への配置人員は優先的

に確保しております（平成２３年６月末現在、営業係人員数１５７名）。 

 

（Ｂ）「総合相談センター」の機能強化 

平成２１年１０月に「総合相談センター（パートナーズ）」を設置し、お客様のサービス

向上、中小規模事業者向け融資の拡大及び営業店業務のバックアップに取組んでおります。

また、より多くのお客様のご相談にお応えするため、平成２２年４月に招聘した行政経験

豊富な職員人材（県職員ＯＢ２名）を中心として、公的諸制度への対応強化、相談機能の

強化、情報の集積・発信機能の強化、及び中小規模事業者への支援態勢の強化を図ってお

ります。 

当センターは、事業者向け経営相談（事業再生改善等経営相談、情報提供、専門家の紹

『営業態勢の強化による貸出の増強』 
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介等）、営業店が収集した情報（ビジネスマッチングによる融資商材等）の集約及び営業店

へのフィードバック、営業店に設置している「ローン相談窓口」「年金相談窓口」のサポー

トを行っております。センター開設から平成２３年５月末までの間に、電話・来店による

相談が延べ４３７件あり、このうち融資実行に結びついた案件が２４件、ビジネスマッチ

ングが成立した案件が５件ありました。内部的には、センター開設１周年を契機として、

より情報発信機能を充実することを目的として、内部機関誌『総合相談センターだより・

パートナーズ』を創刊し、隔月に定期発行しております。 

さらに、当センターでは、中小規模事業者の経営支援、創業・新事業の開拓、事業承継

にかかる支援等に対処するため、各種関係機関との連携強化を目的としたスキームを構築

し、山梨県中小企業団体中央会、甲府商工会議所、富士吉田商工会議所、山梨県及び長野

県の関係団体等と定期的な訪問により情報交換を行うなど、連携強化に向けた取組みを進

めております。 

〔各種団体との連携実績〕 

① 平成２２年６月から設置された「中小企業応援センター支援ネットワークやまなし

連絡協議会」へ構成メンバーとして定期的に参加し、中小企業応援センター事業であ

る中小企業支援を積極的に展開いたしました。具体的には、当組合の取引先を対象と

した各種セミナー開催のほか、定年退職者のノウハウを中小企業へ人材支援として行

う「新現役人材活用」制度の利用を当組合の取引先に紹介し、派遣要請があった３社

のうち２社に対して、経理経験者等の派遣が内定しております。また、経営改善に向

けた相談に対し、山梨県中小企業団体中央会と連携して経営指導を行っております。 

② 平成２３年２月７日に開催されました「元気な山梨を創るフォーラム（県内中小企

業者が開発した商品の展示会、農商工連携マッチングフェア等）」に当組合のブースを

設置、出張相談会等を実施するとともに、取引先の紹介役として業者間の連携に努め

ました。 

③ 山梨県内企業の発展とそれに伴う金融サービスの充実・強化を目的としまして、平

成２２年１２月から平成２３年１月にかけて、理事長自らが県内優良企業９社のトッ

プと会談し、当組合が、業界別に金融面からサポートするためのアドバイスや、業界

によって特色ある業況や商習慣など、貴重なお話をいただきました。 

また、機会あるごとに外部の会議に理事長が出席し、県内における各種団体や中小

規模事業者等とのパイプを太くすることにも注力しております。 

④ セミナーの開催 

主催：中小企業応援センター”支援ネットワークやまなし”、後援：当組合 

  ・ テーマ「地域資源活用＆農商工連携事業セミナー」 

    開催日：平成 22 年 6 月 2 日、場所：当組合鰍沢支店、参加者：35 名 

・ テーマ「経営革新計画策定セミナー」 

    開催日：平成 22 年 7 月 26 日、場所：当組合鰍沢支店、参加者：13 名 

  ・ テーマ「経営革新セミナー」 

   開催日：平成 22 年 10 月 6、7、8 日、場所：当組合 3 支店、参加者：64 名 

    開催日：平成 22 年 11 月 8、9、10 日、場所：当組合 3 支店、参加者：63 名 
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今後とも、山梨県中小企業団体中央会等との連携による経営支援の実施、相談員として

専門家の派遣のほか、専門家を招いたセミナーの開催など各種セミナー及び相談会を定期

的に開催し、創業・新規事業開拓、事業承継に関する支援を行ってまいります。 

 

なお、現在、当センターが取組んでいる追加施策等は次のとおりであり、今後とも当セ

ンターを核とした拡がりのある顧客サポートに向けて態勢を充実・強化してまいります。 

① 当センターが一元管理している与信取引先の販売先・仕入先のデータベースを営業

店が自由に検索できる簡易システムを構築したことにより、新規先開拓のほか、ビジ

ネスマッチングに繋げる取組みを強化することができました。また、これまで社内Ｌ

ＡＮ上に情報マッチングサイトを常設し、収集した情報を「売りたい・買いたい」情

報として提供しておりましたが、これに加えて、「賃貸・贈与・交換等」の情報も追

加しております。このように、当組合の強みである全県ネットワークを活用した営業

展開を実現しております。 

② お取引先の販路開拓支援としてビジネスマッチングを推進するため、その手法・ノ

ウハウ等を吸収することを目的として先進の信用組合を視察いたしました。今後は、

当組合独自にビジネスマッチングフェア・商談会等を開催するための準備（情報誌「県

内版ビジネスネットワーク（仮称）」の作成・発行や、出展者の募集・面談等）を進め

てまいります。 

③ 中小企業庁が平成２３年４月から実施している「中小企業支援ネットワーク強化事

業」に「中小企業支援機関」として参加し、中小企業が抱える経営課題への支援を積

極的に展開しております。具体的には、当組合の取引先４社に対してネットワークア

ドバイザーを派遣し、経営支援を進めております。このうち１社は、さらに専門性の

高い中小企業診断士の紹介を得て、顧問契約を締結し継続して支援を受けております。 

 

当センターは、開設して１年以上が経過し、関係団体等とのパイプは太くなりましたも

のの、情報発信が不十分なこともあり、地域における認知度が低い状況にあります。こう

したことを踏まえ、職員に当センターの役割について再認識させるとともに、総合営業係

等を通じて積極的に情報発信を行うことにより認知度を高め、地域における評価を確立し

て顧客基盤の拡大と収益力強化に繋げてまいります。 

 

（Ｃ）お客様相談窓口の拡充 

顧客の相談・融資ニーズに即応するため、「ローン相談窓口」「年金相談窓口」を総合相

談センター及び１３店舗の１４拠点で、営業時間外にも相談に応じられるよう毎週水・金

曜日は午後８時まで相談受付時間を拡大しております。これ以外の店舗におきましても、

事前にご予約をいただければ、営業時間外のご相談にお応えしております。「ローン相談窓

口」では、個人向けローンのほか信用保証協会の活用を含めた事業性融資の相談業務も行

っております。営業時間外による相談窓口では、平成２２年度は全店で５０４件の相談が

ありました。 

また、平成２３年４月に「東北地方太平洋沖地震相談窓口」を開設し、震災により影響

を受けられた中小企業・個人事業主および個人の相談をお受けしております。 
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〔ご相談内容〕 

    ・ 中小規模事業者のお客様の金融円滑化（条件変更等）に関するご相談 

    ・ 住宅ローンをご利用いただいているお客様の金融円滑化（条件変更等）に関する

ご相談 

    ・ その他、個人向けローン及び事業性融資の新規借入に関するご相談 

 

この他、年度末の資金需要への対応や、「中小企業者等に対する金融の円滑化を図るため

の臨時措置に関する法律（以下、「中小企業金融円滑化法」という。）」を踏まえて、昨年末

に引き続き平成２３年３月６日および１２日に「休日相談窓口」を全店舗（総合相談セン

ター及び４０店舗）に設置し、お客様の資金繰りニーズに対応いたしました。２日間開設

した休日相談窓口では、事業性融資、経営改善を中心に全店で延べ２６２件の相談があり

ました。 

 

イ．営業力の強化 

（Ａ）営業目標の設定及び「営業推進戦略会議」の開催 

営業活動の平準化を目的として、統一した営業手法等を定めた「営業活動マニュアル」

を実践しております。 

また、営業推進担当理事が座長となり、全営業店長を対象に「営業推進戦略会議」を月

１回休日開催しております。この会議は、営業目標の必達及び営業店長の目標管理意識向

上を目的としており、業績目標の達成状況不振店舗を中心に意見交換を行うなど、目標必

達を鼓舞しております。 

当会議の開催結果については、月１回開催の「経営強化計画等進捗管理委員会」に対し

営業推進部を通じて報告するとともに、同委員会から理事会へ報告することで、営業目標

管理に対する経営陣の関与を強化しております。 

 

（Ｂ）「営業コンサルタント」の受け入れ 

営業態勢の抜本的な見直しを目的として、平成２１年１０月から平成２２年６月にかけ

て営業改革のエキスパートとの間でコンサルタント契約を締結し、営業店全体における営

業態勢の改善を図り、時代の変化に応じた営業スタイルを取り入れるとともに、その後は

後述のとおり、営業インストラクターによるＯＪＴや当組合理事長および常務理事が講師

の休日勉強会等により、総合営業係のスキルアップを図ってまいりました。 

今後も上記施策を継続していくほか、更なる営業力の底上げを目的として、外部から事

業性融資の開拓にかかるエキスパートを講師として招請し、より多くの職員が参加可能な

研修を定期開催することにより、営業スキルの向上を図ってまいります。 

 

（Ｃ）「営業インストラクター」の指導強化及び休日勉強会の開催 

営業担当者の質的向上等を目的として「営業インストラクター」４名を配置し、全営業

店を毎月複数回巡回し指示事項の改善状況を検証・指導するなど、ＯＪＴを実施すること

により、営業の深耕を図っております。営業インストラクターは、全信組連の斡旋・紹介

により先進信用組合から招聘した職員２名とプロパー職員２名による、営業に秀でた４名
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により構成しております。 

また、総合営業係のスキルアップを目的として、昨年度に引き続き、総合営業係を対象

とした勉強会を平成２２年９月から平成２３年１月にかけて休日に７回開催いたしました。

この勉強会では、習熟度に合わせてコース制を採用し、より深度ある研修内容として実施

しており、講師を理事長のほか、融資担当理事（常務理事）等が務め、経営方針を営業係

へ直接伝えるとともに、営業現場の意見を吸い上げることにより、経営と営業店の相互理

解と意思疎通を図っております。 

この研修とは別に、平成２２年１２月から平成２３年２月にかけて営業推進担当理事と

営業インストラクターが講師となり、経験の浅い総合営業係と業績改善を要する総合営業

係を対象としたスキルアップ研修を３回実施いたしました。この研修は、集合研修とＯＪ

Ｔを組み合わせ繰り返し指導するなど、より実践的な内容とすることにより、提案型セー

ルスの手法やコミュニケーション能力の向上を図るとともに、総合営業係相互の意見交換、

情報交換も行うことで、各人のアンテナ機能を強化し、これまで以上にきめ細かな人材育

成を行っております。 

 

（Ｄ）店頭窓口係の戦力アップ 

店頭の「顔」である窓口係は、営業店長の管理・指導のもと、平成２２年３月に制定し

た「窓口対応マニュアル」および「ＣＳ推進マニュアル」を実践することにより、お客様

に満足いただき、取引継続率のアップに努めます。また、窓口において収集した情報を営

業係に伝え、互いに情報交換を行うとともに、提携ローン商品の販促を行うなど、営業と

しての役割も担い、営業力のアップを図ります。 

マニュアル徹底に向けての対応といたしましては、営業推進部のブロック担当リーダー

が臨店時に窓口係の取組状況を確認・改善指導を行い、次回臨店時に改善状況を確認する

ことにより、窓口係の営業活動をフォローしてまいります。 

また、定例的に実施する役員の臨店時においても、営業店の雰囲気を役員自らの目で確

認し、お客様目線に立った店舗運営に努めるよう指導してまいります。 

 

ウ．営業活動の効率化 

（Ａ）戦略的営業活動の展開 

営業店はエリアマーケティングに基づく「営業店エリア顧客マップ」を作成し、「面的管

理」に基づく戦略的な営業活動を展開しております。 

また、「営業活動マニュアル」に則り、集中的かつ徹底したローラー活動を日常的に実践

し、特に、店周及び準店周の重点地区は、ルート渉外、目的渉外を駆使することにより訪

問頻度を高め、個人・法人を問わず、メイン化取引による取引密度を高めることを最大の

狙いとして取組んでおります。このほか、徒歩・自転車による機動力のある営業も取り入

れ、訪問軒数・面談回数を増やすことにより、お客様と常に向き合う「フェイス・トゥ・

フェイス」の営業に取組んでおります。 

なお、ハンディ端末機を「営業ツール」として全総合営業係に貸与し、顧客情報の閲覧・

検索・抽出等取引先情報の一元管理と内部事務も含めた事務処理負荷の軽減を図り、実質

的な営業活動時間を確保しております。 
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   しかしながら、営業インストラクターを通じ、渉外活動の内容の把握に努めてきたもの

の、本部による検証・評価・進捗管理が不十分なため、大宗の店舗で効率的な活動ができ

ていないのが現状であります。これを踏まえて平成２３年度は、活動実績日報等により営

業インストラクターが総合営業係の訪問実態を確認し、ルート渉外、目的渉外を実践でき

ていない営業店については、担当役員および営業推進部長が毎月臨店を行い、原因分析と

今後の対応策について営業店長を指導してまいります。また、他店の好取組事例をこの機

会を捉えて担当役員または営業推進部長から直接、紹介するなど管理手法のノウハウを指

導いたします。 

 

（Ｂ）「けんみん信組リレーション強化キャンペーン」の実施 

中小企業向け貸出残高を増強するためのアプローチとして、外部情報（帝国データバン

ク等）を活用して抽出した中小企業者の中から、取引候補先として「新規先」を選定し、

その中から積極的にアプローチする「アタック先」を選定のうえ、新規開拓を推進してお

ります。また、既に当組合と与信取引がある先に中から、営業店と融資部・営業推進部が

協議のうえ、積極的に取引深耕を図る先として「積極先」を選定、その中から取引のメイ

ン化を指向する先は「チャレンジ先」として選定し、取引深耕を進めることにより、中小

規模事業者に対する融資増強を図っております。 

平成２２年度の実績は、アタック先は５９２先を選定して新規開拓に取り組んだ結果、

４９先に対し９億円を実行いたしました。また、アタック先のほかに、販売先・仕入先情

報、ローラー活動等からの情報をもとに「新規先」を順次追加しながら１，２９２先選定

して取り組んだ結果、アタック先と合わせた新規開拓実績は、３１６先、４８億円となり

ました。チャレンジ先については、２２３先を選定して提案型セールスの実践により取引

深耕に取り組んだ結果、１４４先のお取引先について、６５億円の新たな融資実行を行い

ました。 

しかしながら、本部における管理が実績の集計に留まり、目標管理としては不十分であ

りましたこと、また、営業店長による営業係の行動管理が不足しておりましたことから、

年度当初に設定した目標の達成には至りませんでした。 

このため、平成２３年度は、進捗に応じて次月の計画を見直しながら目標管理を行うと

ともに、本部が臨店により営業店長の活動状況を把握し、行動管理手法を指導することに

より底上げを図り、営業店長による営業係の行動管理と指導を徹底してまいります。さら

に、見込み先に対しては役員が積極的に同行訪問し、顧客ニーズの把握と成約に繋げるた

めのトップセールスを行うことにより、営業店の取組をサポートしてまいります。 

 

エ．個人取引 

（Ａ）住宅ローン推進 

住宅ローンの推進にあたっては、当組合取引先である住宅建設業者、住宅関連業者や不

動産業者との情報提供のネットワークを構築し、定期的な当該業者への訪問やパンフレッ

トの常備を依頼するなど、ビジネスマッチングに関する情報収集に注力するほか、職員の

スキルアップを目的としての継続的な研修の実施により、住宅ローン案件に関する審査の

スピード化を実現しております。そのほか、前述のとおり、営業時間外における「ローン
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相談窓口」を設置するなど、推進態勢を強化しております。 

また、お客様の多様な住宅ニーズ・資金ニーズにお応えするため、平成２１年度より無

担保の住宅借換ローン、エコ住宅に優遇金利を適用するエコ住宅ローン及びエコリフォー

ムローンの取扱いを開始したことに加え、平成２２年４月からは、山梨県産材利用住宅認

証基準適合住宅に対する優遇金利の適用を開始しました。 

さらに、中小企業金融円滑化法施行を踏まえ、当組合の住宅ローンをご利用いただいて

いるお客様を対象として、ボーナス併用返済等の条件を見直すなど金融円滑化に関するご

相談を随時受け付け、法施行から平成２３年３月末までに１６３件の条件変更に対応して

おります。 

平成２２年度は、山梨県内の住宅着工戸数が前年度比増加に転じるという外部環境には

ありましたが、地元リーディングバンクのキャンペーン金利引き下げと、これに各金融機

関が追随するなど、住宅ローン取組強化による競争が激化していることから、平成２３年

３月期の実績は３１７億円、計画比で５８億円下回りました。東日本大震災の影響もあり、

住宅着工戸数の見通しが不透明な状況ではありますが、総合営業係によるローラー活動を

一段と強化しより多くのお客様の声に耳を傾け、資金ニーズに応えてまいります。 

 

【 住宅ローン実績 】 

  （単位：百万円） 

 21/3 期 

実績 

22/3 期 

実績 

23/3 期 

計画 実績 計画対比 

住宅ローン実行額 （期中） 1,046 686 4,200 732 △3,468 

住宅ローン残高 38,433 34,995 37,600 31,766 △5,834 

 

（Ｂ）個人ローン推進 

環境問題に対する意識の高揚に伴い、エコカー減税対象者やエコ家電購入者を対象とし

た金利優遇商品であるエコカーローンやエコ家電ローンを取扱い、平成２３年３月末現在、

合わせて１２１件１３６百万円の実績となっております。 

また、貸金業法改正に対応するため「けんみん信組おまとめローン」を取扱っておりま

す。この商品は、多重債務のある方を対象として、総合相談センターの取扱限定商品とす

ることで、ローン相談受付から融資実行までの間に、借入希望者及びその家族や関係者と

の深度ある面談を行うなど、お客様とのコミュニケーションを重視して取組んでおります。

平成２２年度は、電話・来店による相談が延べ６０件あり、１２件３２百万円の申込みが

ありましたが、実行には至りませんでした。しかし、相談者の過払い金請求については、

相談者の依頼に基づき顧問弁護士を通じて、３件の請求手続きがなされました。この商品

は総合相談センターの取扱限定商品ですが、お電話等でご予約をいただくことにより、当

センターの職員が営業店へ出向いて相談をお受けする「おまとめローン出張相談サービス」

を実施しております。 

このほかに、個人ローン推進に向けた各種商品を取扱い、商品毎に総合営業係の獲得目

標を設定し、営業インストラクターの指導のもと推進を強化しておりますが、県内の個人

消費は緩やかに持ち直しの動きがみられたものの、弱い動きであったことなどから、平成
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２３年３月期の実績は５９億円、計画比で２３億円下回っております。今後は、総合営業

係によるローラー活動だけでなく、内勤事務および窓口係を含めた全員営業の態勢で積極

的にＰＲ活動を展開し、お客様の資金ニーズに応えてまいります。 

 

【 個人ローン実績 】 

     （単位：百万円） 

 21/3 期 

実績 

22/3 期 

実績 

23/3 期 

計画 実績 計画対比 

個人ローン実行額 （期中） 3,456 2,975 3,280 1,740 △1,540 

個人ローン残高 7,983 7,286 8,250 5,941 △2,309 

 

（Ｃ）預金推進 

   当組合の預金構成は、総預金に対する個人顧客の預金構成比が８４％となっており、こ

のうち６０歳以上の顧客数は個人顧客全体の４２％に上っている反面、２０歳代及び３０

歳代の顧客数は同２０％にとどまっており、若年層に対する取引拡大が預金推進における

課題と認識しております。この対応策として、平成２２年４月から給与振込の振込口座を

指定していただいたお客様に対して、通常金利に上乗せ金利を付与する定期預金「ふり子

ちゃん定期」及び定期積金「ふり太くん定積」の取扱いを開始し、平成２３年３月末現在、

合わせて９８件１０３百万円の実績となっております。また、平成２２年６月から子供手

当ての振込口座を指定していただいたお客様に対して、通常金利に上乗せ金利を付与する

定期預金・定期積金「子育て応援団エール２１」の取扱いを開始し、平成２３年３月末現

在、合わせて１２１件１１９百万円の実績となっております。 

   さらに、給与振込に関する商品の推進を側面的にサポートするツールとして、平成２２

年４月から給与振込契約企業等に対する法人インターネットバンキング及び給与振込契約

企業の従業員様に対する個人向けインターネットバンキングの一部手数料を期間限定で無

料化する取扱いも開始しております。 

なお、「ふり子ちゃん定期」、「ふり太くん定積」および「子育て応援団エール２１」につ

きましては、当初の予定どおり平成２３年３月末をもって取扱いを終了いたしました。こ

れら商品は、給与振込や子供手当の入金口座指定が取扱の条件となっていたこともあり、

お客様の興味を強く引き寄せることができず、結果として低調に推移したため、当初設定

した目標には及ばず、若年層の取引割合の拡大には至りませんでした。このため、今後、

若年層の取引拡大を目的とした商品開発に取り組んでまいりますが、当面の施策として、

夏のボーナス支給に合わせて「懸賞金付定期預金」を発売いたしました。また、東日本大

震災に対する支援機運の高まりから、平成２３年４月より復興支援の一環として、残高の

０．１％相当額を当組合から日本赤十字社を通じて義援金として寄付する「東日本大震災

復興支援定期預金」を発売しております。 

今後とも、お客様のニーズにマッチした商品・サービスをタイムリーに提供していくこ

とで、個人顧客の預金推進に努めてまいります。 

 

（Ｄ）年金取引推進 
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   当組合は、全国の信用組合のなかで第２位の年金取扱高があり、年金受給者の預金が全

預金に占める割合は約３２％となっております。このように、当組合の強みの一つである

年金受給者（含む予約者）に対するサービスをより向上させるため、平成２２年１２月か

ら、年金取引の多い営業店４店舗（本店、南西支店、塩山支店、都留支店）に各１名の「年

金レディー」を配置いたしました。年金レディーは、年金受給者（含む予約者）への定期

的な訪問活動などによるきめ細かいサービスを提供することにより、取引継続・新規振込

口座獲得を目指しております。２３年度は、さらに２名増員し、平成２３年６月末現在、

６店舗（南西支店、塩山支店、都留支店、南支店、南口支店、敷島支店）に各１名を配置

しております。年金レディーが配属された営業店の総合営業係は業務が軽減され、その結

果、事業性融資の開拓に注力することができるようになり、営業活動の効率化にも繋がっ

ております。 

   また、合併前の旧組合単位で運営・管理していた「年金友の会」を統一して「けんみん

信組年金友の会」を組織し、平成２３年４月からスタートいたしました。会員総勢約３８

千名の組織となり、これにより得られるスケールメリットを活かし、これまで以上に会員

の皆様に喜ばれる充実したサービスを提供できるものと自負しております。 

   さらに、当組合の営業地域においても高齢化が進んでいるなか、社会問題化している認

知症へ適切に対応するため、全役職員が山梨県福祉保健部の「認知症サポーター養成講座」

を受講し、認知症サポーターとして認定を受けております。 

   なお、年金受給者層への推進強化の一環として、店頭への拡大鏡や拡声器の設置、重要

諸書類の文字サイズ見直し等同層に配慮した商品説明態勢を充実させ、各種相談窓口や店

頭においても積極的に推進しております。 

   今後も年金受給者とその家族の皆様との取引拡大に取組んでまいります。 

 

オ．組合内リレーションの強化 

効率的かつ機動的な営業推進の実現には、既往の各営業店、各担当者単独での対応（所謂、

縦割組織での対応）では限界があるため、組織間の連携を一段と強化し組織として一体感の

ある営業体制を構築することを目的として、平成２２年５月から組合内リレーション強化に

関する施策を実施しております。 

なお、各施策で吸い上げた営業店からの意見・要望等につきましては、本部関係部署が前

向きに検討し、その結果を速やかにフィードバックするほか、場合によっては営業店と意見

交換することにより、両者の納得感のある解決策を見出しております。 

 

（Ａ）施策の実施状況 

①「ブロック担当制」の導入 

全営業店を地区毎に４ブロックに分割し、融資部（融資課、管理課）、営業推進部（営

業推進課、融資業務推進・支援室）それぞれにブロック担当者を複数名配置、各々ペア

体制として活動しております。 

②「営業部店現況報告会」の実施 

これまで、延べ２０回実施いたしました。 

ブロック担当者は、担当ブロック内の各営業店の状況を把握するとともに、臨店指導
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方針等を協議しております。 

③「合同臨店会議」の実施 

これまで、延べ６８回実施いたしました。 

ブロック担当者は、担当ブロック内の各営業店へ合同により臨店し、定期的に開催し

ております。会議では、案件審査、債権管理及び営業推進における個別案件の検討、推

進体制、研修等に関する指導、聴取、アドバイスに取組んでおりますが、一方向の会議

となる傾向もありましたことから、平成２３年度は運営方法を見直し、双方向の意見交

換を行う会議へと形態を変更いたします。 

具体的には、営業店の出席者は融資係、総合営業係、窓口係から各１名以上とし、

本部から新商品や施策等の趣旨を直接伝えるとともに、それに対する現場（お客様を

含む）の声を聞くことにより、ＰＤＣＡサイクルを実践する態勢といたします。 

④「ブロック会議」の実施 

これまで、延べ８回実施いたしました。 

本部各部と営業部店との意思疎通、コミュニケーションの向上を図るため、定期的に

開催してまいります（「ミニ部店長会議」の位置づけ）。本部各部は、営業部店から吸い

上げた現場の意見・要望等を速やかに施策に反映することを検討しております。 

なお、役員の出席は当番制としておりましたが、今後は、役員の関与を高めるととも

に、現場からの意見・要望に速やかに対応できるよう、理事長以下の常勤役員全員が会

議に出席することといたします。 

⑤「営業部店長報告会」の実施 

これまで、延べ４５回実施いたしました。 

本部各部と営業部店の共通認識を醸成するため、新任地に赴任した営業部店長に対し

て常勤役員の立会いのもと開催しております。報告会を通じて、営業地域・営業店内の

状況及び問題点と営業店の運営方針を確認しております。 

⑥「営業部店内融資指導」の実施 

これまで、各営業店で９から１２回実施いたしました。 

営業部店内において、融資担当者は総合営業係の知識・経験に合わせたＯＪＴを実施

し、総合営業係の融資実務のレベルアップを図っております。総合営業係は、融資担当

者の指導のもと、事業性融資の稟議起案のほか、担当地区内貸出先の販売先・仕入先の

調査を行っております。 

 

（Ｂ）今後の取組 

経営強化計画において、組織における一体感を醸成する必要性を掲げ、合併に伴う旧組

合意識の払拭に努め、役職員の意識改革に努めてまいりましたが、役員の現場への関与が

尐なかったことから、役員・本部・営業店との間における意思疎通が十分に図れておらず、

組合全体における一体感の醸成は道半ばの状況にあります。 

組織の一体感を醸成し、目標に向かって邁進することが収益力強化への必須条件との認

識のもと、以下の取組を進めてまいります。 
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① 役員の役割強化 

平成２３年４月より、役員の役割を強化するため、役員の部長委嘱を全て解いており

ます。今後は、役員が主導性を発揮して、営業推進態勢の整備・充実に取り組んでまい

ります。 

（ア）営業推進組織の強化 

当組合の営業推進組織を強化するため、常務理事が中心となって営業推進部と融資

部の連携強化を図ることといたします。 

 

（イ）役員による臨店の定例化 

役員による臨店は、理事長が年２～３回各営業店を訪問し、営業店職員と意見交換

を行っておりますが、今後は、さらに常勤役員（常務理事、常勤理事、常勤監事）が

定例的に営業店を訪問し、職員と対話を行うことで、経営方針や本部の施策（戦略）

を明確に伝達することといたします。また、他の営業店の好取組事例等を伝播するこ

とにより、営業店全体の底上げを図ります。 

なお、常勤監事は、営業店へ明確に戦略伝達が行われているかを確認し、改善を要

する場合は、原因分析を行い、業務執行部門に意見具申する役割を果たします。 

さらに、役員間で臨店報告を行うことにより、共通認識を醸成するとともに、課題・

問題点に対する対応策を協議し、必要な改善策を本部所管部署および営業店に促しま

す。 

 

② 営業部店長の意識改革 

（ア）理事長臨店による意見交換 

経営トップが営業の最前線にいる職員と対話する機会を増やすことで、営業店のパ

フォーマンスの向上を図ります。 

具体的には、理事長が半期に一度臨店のうえ営業店長と面談し、営業店長の店舗運

営にかかる取組や問題点等を聴取するとともに、相互の意思疎通に努めます。 

また、臨店時に在席する職員に対しても意見交換を実施し、営業現場の直接の声を

聞き、モチベーションの維持・向上を図ることといたします。 

 

（イ）ＹＫＳマインドの醸成研修の実施 

営業店長間の融和を図り、僚店間の連携を強化することを目的として、営業店長を

対象とした「ＹＫＳマインド醸成」にかかる研修を外部より講師を招いて実施します

（５、７、９、１１月の年４回）。 

 

（ウ）営業店長マニュアルによる啓蒙 

収益力向上のためには、営業店長の果たす役割が大きく、支店長の能力アップが喫

緊の課題であります。営業店長力向上への取組として、新任の営業店長の指針となる  

「営業店長マニュアル」を平成２３年６月に作成いたしましたので、これを理事長臨

店時に活用し啓蒙することにより、営業店長のマネジメント能力向上と意識改革を図

ります。 
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③ 現場力の強化 

（ア）役員同行訪問の実施 

お客様との関係を強化し、預金取引の継続・増強、貸出案件の掘り起こしによる取

引基盤の強化を目的として、新規開拓先、既存取引先、外部関係団体等への訪問に、

理事長以下役員が同行しトップセールスを実施いたします。また、同行する営業店職

員は、現場での経験を通じて能力向上を図ります。 

 

（イ）総合営業係の勉強会の実施 

総合営業係のスキルアップを目的として、昨年度に引き続き、総合営業係を対象と

した勉強会を実施いたします。この勉強会では、講師を理事長のほか、融資担当理事

（常務理事）等が務め、経営方針を営業係へ直接伝えるとともに、営業現場の意見を

吸い上げることにより、経営と営業店の相互理解と意思疎通を図ります。 

 

（ウ）年金レディーとの定例協議 

平成２２年１２月以降、年金取引の多い営業店（平成２３年６月現在、６店舗）に

「年金レディー」を配置しております。これは女性職員の活躍の場を拡げることも目

的の一つでありますが、女性職員が営業現場に携わるのは当組合において初めての試

みであることから、この取組が軌道に乗るように、役員によるフォローアップを行い

ます。具体的には、定期的に「年金レディー報告会」を開催し、理事長が直接現場の

悩み等を聞き取り、タイムリーに解決に導くことにより、職員のモチベーションの維

持・向上を図ります。 
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ア．「個社別取組方針」の精度アップ及び事業再生に向けた取組み等 

資産の健全化は当組合の経営の重要課題と認識し、１億円以上の要管理先以下の取引先

を中心として、「個社別取組方針」を定期的又は随時に見直しすることにより、経営改善指

導等を徹底しております。平成２２年１０月に、個社別取組方針の精度アップを目的とし

て、「販売先・仕入先情報活用の手引き」を制定し、取引先の販売先と仕入先をトレースす

ることにより、取引先の状況把握をより深度あるものとしております。なお、これらの情

報はデータベース化（簡易システム化）することにより、新規取引先開拓のツールとして

も活用することができるなど、後述の「貸出債権トータル管理」をさらにレベルアップし

ております。 

こうした中にあって、業績不振の大口与信先、及び改善に時間を要すると認められる債

務者については、企業支援部の関与の下、事業再生に向けた計画の策定を支援するなど、

事業再生等に積極的に取り組んでおり、平成２３年６月現在、企業支援部の支援先数は  

８６グループ１９１先となっております。 

さらに、早期再生に向けた取組みとして、お客様の状況を総合的に勘案したうえで、中

小企業再生支援協議会との連携に取組む一方、第二会社設立による事業再生支援を提案・

実施いたしました。 

ただし、当組合の提案に対して理解・協力が得られず、結果的に経済合理性の確保が困

難と認められた場合や再生の可能性が見出せない場合については、当組合の今後の方針に

ついて十分な説明を行い、地域経済への影響も勘案して、担保・保証等の保全処分、訴訟・

競売等法的手続きによる回収等により不良債権の整理を図っております。 

また、債務者区分の実質破綻先、破綻先のうち業況回復可能性の低い先の債権について

は、地域経済への影響も勘案しつつサービサーへの売却等によりオフバランス化を実施し

てまいります。 

 

イ．「延滞管理システム」の導入による初期延滞対応 

延滞管理を専担で行う部署（ローン管理課）を設置し、初期段階での個人ローン及びカ

ードローンの延滞解消に注力するとともに、民間保証会社との各種提携ローンに関する延

滞管理体制を構築しております。 

また、「延滞管理システム」を導入し、全店を対象として個人ローン及びカードローンの

延滞管理の一元化を実現することができ、これにより営業店における管理業務は大幅に軽

減され、人的資源の有効活用が可能となりました。 

このように営業店の管理業務が軽減されたことに加え、提携ローンの延滞件数・金額は、

システム導入前１２か月平均が１,４８７件７１７百万円に対し、平成２３年３月末は  

７９３件、３６４百万円となり、件数で６９４件（４６％）、金額で３５３百万円（４９％）

減尐し、初期延滞の解消に大きな効果がありました。 

一方で、依然として破綻懸念先以上の延滞債権が多額にありますことから、事業性貸出

の延滞の解消を図ることにより収益確保に繋げていくことが重要課題であると認識してお

ります。 

『信用コスト削減のための取組強化』 
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これを踏まえ、融資部では、営業店における日常の督促状況の管理を強化するとともに、

債務者の業況推移、延滞原因、交渉記録等について営業店と融資部で共有化し、債務者に

応じた対応策を個別に協議することにより、延滞債権の正常化を図ってまいります。また、

延滞債権が減尐しない営業店に対しては、他店舗の好取組事例を紹介するなど、改善策を

指導してまいります。 

なお、経営改善の可能性が高いと認められる取引先に対しては、企業支援部が中心とな

り、中小規模事業者に対するきめ細かな経営改善支援及び早期事業再生支援に積極的に取

組んでまいります。 

 

ウ．「貸出債権トータル管理」の導入 

平成２２年６月に全債務者を個社別取組方針に従い、取組方針別（積極先、維持先、注

意先、消極先、撤退先、整理先）、再生・支援別（再生先、支援先、モニタリング先）、決

裁権限別、業種別に区分・管理する「貸出債権トータル管理」を導入いたしました。当該

管理は、個社別取組方針に基づき債務者毎に３桁の管理コードを付番することにより、融

資推進資料及び貸出債権管理資料を出力するほか多面的な貸出債権の管理・分析が可能に

なり、融資推進先の選定や優先して取組むべき経営改善先の明確化など、本部・営業店間

の共通認識のもとそれぞれの施策に取組むことが可能となりました。 

さらに、平成２２年１２月に、平成２３年３月期決算に向け信用リスクの軽減を目的と

して、融資担当常務理事をヘッドとした「貸出債権トータル管理推進プロジェクトチーム」

を設置し、本部職員による営業店債務者管理への関与を強めることにより、全体的な進捗

管理を行うなど信用リスク軽減を図ってまいりました。 

しかしながら、平成２３年３月期において計画を上回る不良債権処理費用の計上を余儀

なくされるなど、与信先の実態把握および事後管理が不十分な状況にあると認識しており

ますことから、今後は管理手法の定着を図り、貸出債権トータル管理の実効性を上げるた

め、次の取組を実施してまいります。 

 

（Ａ）貸出先の実態把握の強化 

① 審査会の機能強化 

審査会案件（新規融資の場合は２億円以上の案件）は当組合の業績に大きな影響を与

える取引先の案件であるにもかかわらず、新規与信および条件変更等の案件が発生した

場合以外は審査会の目に触れる機会がありませんので、平成２３年７月からは、案件の

有無にかかわらず、かかる取引先の現況、現況と取組方針との整合性および方針の実践

状況について、審査会において精査・修正することとし、債務者管理の実効性を高めて

まいります。 

＊審査会：週２回開催、メンバー：理事長、専務理事、常務理事、融資部担当役員、

融資部長、企業支援部長、オブザーバー：常勤監事、営業推進担当役員 

 

② 業種管理の強化 

当組合の与信先のうち高いウエイトを占める建設業については、特に厳しい経営環境

におかれていることから、一定額以上の与信先については、経営改善支援や事業再生の
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専門的スキルを有する企業支援部で一元的に管理することにより、信用状態の変化に機

動的に対応できる体制といたします。 

企業支援部は、毎月、業況および財務状況等を審査会に報告し、債務者の状況変化に

応じて個社別取組方針の見直しを適時・適切に実施することにより、新規不良債権の発

生防止に努めます。また、一元管理することにより得られる業界の情報や特徴等を集約

し、これを営業店に還元して共有化を図り、営業店は、他の建設業者への情報提供や業

況判断などにこの情報を活用してまいります。 

 

③ 担保管理の強化 

与信の事後管理として、担保物件の現況実態に即した担保管理にかかるマニュアルが

なく、保全状況の管理について充分な態勢を構築できていないことから、平成２３年７

月までに「動産・不動産担保管理要領」を整備し、定期的な実査や権利関係の確認等を

徹底することにより担保管理の強化に努めます。 

 

④ ランクアップ先等のモニタリング強化 

金融円滑化の一環で、条件変更により経営改善支援を行い、ランクアップを実施した

取引先については、債権トータル管理における「モニタリング先」に選定し、営業店と

本部（融資部・企業支援部）が連携して、モニタリングを強化いたします。 

具体的には、経営改善計画を策定した先については、営業店が毎月訪問等によりヒア

リングを実施し、業況および計画の進捗状況等を木目細かく管理するとともに、情報を

本部と共有化します。本部では、融資部がヒアリング結果に対する今後の対応方針等を

営業店と協議・助言するとともに、企業再生の専担部署である企業支援部が担当先以外

についても必要に応じて同行訪問等を行い、経営改善をサポートしてまいります。 

また、経営改善計画の策定を要する先については、融資部がコンサルティング機能を

発揮して改善計画の策定支援を行うとともに、企業支援部が再生支援のノウハウを活か

し、合実計画となるよう側面からサポート（ＯＪＴを含む）してまいります。 

なお、企業支援部が担当しております支援取組先に対しましては、毎月あるいは隔月

等の定期訪問による面談を通じて業況を把握し、資金繰り表など諸書類を徴求し確認す

るなど木目細かなモニタリングに努めております。 

 

（Ｂ）事業支援・再生支援による信用コストの圧縮 

平成２３年３月期自己査定における「要管理先」および「破綻懸念先」への事業支援・

再生支援を図ることにより、引当金の圧縮に努めてまいります。具体的には、経営改善見

込み先のリストを作成し、「貸出債権トータル管理推進プロジェクトチーム」が進捗管理を

行うとともに、営業店に対し必要事項の指示を行うことにより本部職員による営業店債務

者管理への関与を強め、信用リスク削減の実効性を高めてまいります。 

また、経営改善支援への取組みに関しては、中小規模事業者からの経営改善相談にも即

応できるよう、融資部・企業支援部が総合相談センターと連携を強化し、中小企業再生支

援協議会利用に関する仲介、経営改善計画の策定支援、経営改善に向けてのコンサルタン

ト業務、外部コンサルタントの斡旋、及びＡＢＬ（資産担保貸出、所有動産・流動資産を
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活用した融資）の活用相談にも継続して取り組んでまいります。 

 

（Ｃ）決済口座開設による事業性預金の推進 

事業性融資の推進に併せて、売上入金口座や決済口座の獲得強化により事業性預金の増

強を図ります。 

決済口座を獲得することにより、資金フローを把握することで債権管理が強化できると

ともに、調達コストが低減し、利鞘の確保に繋がることから、重点的に推し進めてまいり

ます。 

 

（Ｄ）既存取引先にかかる個社別の採算確保の取組 

個社別の採算確保の取組につきましては、研修や臨店時において「実効金利」に対する

職員の意識を高め、決済口座獲得に伴う流動性預金の増加や信用リスクを踏まえた貸出金

利引き上げにより、個社別の採算性の向上に努めてまいります。 

金利引き上げ対象先とする条件や、交渉手続きなど具体的手法等につきましては、今後、

検討してまいります。 

 

 

 〔貸出債権トータル管理イメージ図〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

業種管理 営業推進 　　Ⅰ

⇔　公表されている企業情報等に基づき、
　　　期初に候補先を部店と融資部、営業推進部が

　その他 　　　協議・選定して取組む
新規先

⇔　「積極」方針先で、メイン先を指向する等、
　　　特に貸出残高増加を目指す候補先を、

　その他 　　　期初に部店と融資部、営業推進部が
　⇔連携⇔ 積極先 　　　協議・選定して取組む

要注意先 維持/注意

　　　建
要管理先 注意/消極

再生/支援 業況
　　　不 担保物件

破綻懸念先 消極/撤退 パトロール

　　経営諸比率
　　　医 　　項目ウェイト付け

実質破綻先 消極/撤退 　　経営者
　　業界動向　　ｅｔｃ．

　　　農
破綻先 整理

　　全債権の棚卸を念頭に 　　マトリックスによるシステム管理を構築
　　個社ベースの厳格な管理手法を構築 　　（信用格付けへのステップと位置づける）

　　ｅｘ．　保証履行請求先、処理スキーム構築先、

　　　　　　物件処分先、競売促進先、落帳先等の分類

　Ｃｈａｌｌｅｎｇｅ　先

　Ａttack 先

個社別方針

　信用格付け

左記マトリックスによる判定　+ その他判定基準 

Ⅱ 事業再生・ランクアップ

※ 債権のトータル管理

Ａ

　　　　中小企業残高増加先

　　⇔　「積極」＋「再生」＋「　Ａ　」＋「　Ｃ　」＋「その他新規・積極先」

債権管理および貸出増強へのアプローチ　（融資と営業推進との連携による）

個社別方針策定作業 「方針」策定
自己査定

中小企業残高の増強債権管理

（融資係と営業係との連携強化）

　貸出先の経営改善のみならず
　当組合の経営改善に資する

Ⅲ 償却債権・時効債権
個社別管理の強化

Ｃ

新規先

正常先 積極/維持

（業種別・権限別管理体制の強化）
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ア．人員の削減及び人件費削減 

平成２３年３月期の職員数は４９９名（被出向職員、嘱託職員、及びパート職員は含ま

ない）となり、計画どおり５００名体制を実現いたしました。今後は、年齢構成改善等を

目的とした戦略的な人事採用を計画的に行い、５００名体制を維持してまいります。 

また、これまで行った本部組織改編（１２部３１課から９部１６課）により本部組織を

スリム化したことに加え、総務人事部長が本部部長と各部署の適正人員について個別協議

を行うなど、引き続き本部人員の削減を進めており、これにより確保した人員を店舗統廃

合による廃止店舗の営業エリアを引き継いだ営業店に配置転換を行うことにより、店舗統

廃合実施に伴うお客様の利便性低下の防止に努めております。 

このような人員削減効果のほか、役職定年年齢の引き下げにより、人件費の削減に努め

ております。なお、役員に対する賞与につきましては、今後も期限を定めず当面の間支給

は行いません。 

 

【 職員数推移・人件費推移 】 
                （単位：人、百万円） 

 
21/3 期 

実績(計画始期) 

22/3 期 

実績 

23/3 期 

計画 実績 計画対比 始期比 

職 員 数 621 546 500 499 △1 △122 

人 件 費 3,600 3,136 2,895 2,888 △7 △712 

（注） 人件費につきましては、平成２２年３月期より、被出向者にかかる費用（49 百万円）を人件

費から役務取引等費用へ勘定科目の変更を行っております。このことから、計画策定時と同条

件で比較するため、上表の平成２２年３月期以降の実績には、決算上の人件費に 49 百万円を

加算しております。 

 

イ．戦略的な店舗配置等 

収益性の良化を期待することが困難な店舗を計画どおり平成２１年度に４店舗１出張所、

平成２２年度は４店舗を削減し、計画どおり４０店舗体制を実現いたしました。こうした

中にあって、農業分野で取引拡大が見込まれる長野県南佐久郡川上村にある川上出張所に

ついては支店へ昇格し、戦略的に店舗配置を見直しております。 

また、店舗の営業エリアについて、人口密度、商勢圏および店舗からの距離等を考慮し

た戦略的な営業地区割りに再整備するとともに、軒数や事業所数、地区の特徴などの実態

調査・分析を行い、地域特性・店舗特性に応じ、成長の見込める店舗へ人員再配置を行う

などメリハリのある店舗戦略を実施し、営業力強化を図ります。 

なお、統廃合実施に伴いお客様の利便性が低下することを防止するため、廃止店舗が担

当していた営業エリアには、優先的に営業係を配置しております。 

さらに、店外ＡＴＭ配置の見直しを実施しており、平成２２年度は１１か所を廃止し、

１３か所といたしました。廃止にあたっては、お客様の利便性を十分考慮したうえで、計

画的に実施してまいります。 

『ローコスト体制への移行(経営の効率化)』 
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ウ．「カイゼンプロジェクトチーム」の設置及び「経費予算管理」の導入 

経費削減を目的として、業務に精通した職員をメンバーとした「カイゼンプロジェクト

チーム」を設置し、各業務の見直しを含め全組織的にあらゆる分野において聖域なく現場

のムダ・ムラの総洗い出し作業を行い、物件費を中心とした改善活動に取組むとともに、

営業店事務の本部集中化による業務の効率化にも取組んでおります。 

また、こうした活動と並行して、調達業者との交渉術の習得、適正市場価格の把握、購

買慣習の見直しなどを目的として、外部コンサルタントと契約し、警備・保守料や消耗品

費を対象として約８百万円の経費削減を実現いたしました。 

さらなる経費節減を目的として、平成２２年４月から経費予算管理を導入し、部署毎、

科目毎に経費を配賦・管理しております。このような取組みにより、平成２２年度は、具

体的な経費削減策と併せ、対前年度比４．８％削減いたしました。今後も継続して、経費

節減に取り組んでまいります。 

 

【 店舗数推移・物件費推移 】 
（単位：店、百万円） 

 
21/3 期実績 

（計画始期） 

22/3 期 

実績 

23/3 期 

計画 実績 計画対比 始期比 

店舗数 49 44 40 40 0 △9 

物件費 （機械化関連費用を除く） 1,549 1,346 1,343 1,281 △62 △268 

 

エ．組織における一体感の醸成 

（Ａ）ＹＫＳマインド醸成活動の実施 

合併後の融和のため部店を越えたグループ活動・研修を実践し、組合としての一体感を

醸成することを目的として、「ＹＫＳマインド醸成活動」を平成２２年４月から延べ１０回

実施し、平成２２年１１月２７日に活動発表会を開催いたしました。この発表会には、理

事長ほか常勤理事が出席し、各グループから出された意見等を直接聞くことができました。 

なお、当活動は、旧組合的な色合いを完全に断ち切るため、外部の専門家をオブザーバ

ーとして客観的な立場から指導・助言を受けることにより活動の実効性を高めるとともに、

活動メンバーは、合併後入組した若手職員８４名とし、活動グループは、配属部店や担当

業務を越えた８グループを編成し活動いたしました。 

この活動を通じて、若手職員の融合が図られ、メンバー間で営業活動や地域状況等につ

いて情報交換を行うなど一体感の醸成に効果が得られたことから、平成２３年度は、営業

店長間の融和を図り、僚店間の連携を強化することを目的として、営業店長を対象とした

ＹＫＳマインド醸成研修を年４回実施いたします。 

 

（Ｂ）組織活性化策の実施 

計画的な人材育成を目的として、平成２２年５月に教育研修制度と人事ローテーション

制度を整備し、当該制度に関する規程を改正いたしました。 

また、各部店内における指示命令系統を明確化することを目的として、職位をラインと
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スタッフに区分し職位職制規程を改正したほか、これに併せてやる気のある職員を支店長

等に登用する「職位立候補制」を導入いたしました。 

さらに、昇格・昇任試験の導入ならびに評価制度の厳格運用により、メリハリある昇格・

降格人事を実践しております。 

こうした取組みにより、職員のモチベーション向上と人的生産性の向上を図るとともに、

活力ある組織を指向しております。 

 



 

- 24 - 

 

 

 

ア．「経営強化室」及び「経営強化計画等進捗管理委員会」の活動状況 

各所管部は、経営強化計画に掲げた施策の立案・進捗・達成に向け、ＰＤＣＡサイクルに

基づき取組んでおりますが、複数の所管部にまたがる施策の立案調整を目的として、「経営強

化室」を設置しております。当室は理事長が室長となり、各所管部から横断的に人材や情報

の提供を適時受けるクロスファンクショナルチーム（以下、「ＣＦＴ」という。）の手法を採

り入れ、平成２２年度までに３７のＣＦＴを設置し、計画の進捗状況等を踏まえ早急に取組

む必要性が希薄となった２施策を除く３５施策を立案し各所管部へ引継ぎ実行に移しており

ます。平成２３年度は、「営業店長マニュアル」の作成にあたり、支店長経験者を中心とした

ＣＦＴを設置し、原案を作成のうえ所管部署に引継ぎ、平成２３年６月に施行いたしました。 

今後も、喫緊課題が生じた際に、機動的にＣＦＴを設置して対応してまいります。 

また、理事長を委員長とする「経営強化計画等進捗管理委員会」を設置し、本経営強化計

画の進捗状況を管理しております。委員会は、月１回開催し、計画の進捗状況及び実行され

た施策を検証・チェック（「Ｃ」）するとともに、必要に応じて改善策等を協議、その結果を

もって各所管部が速やかに改善（「Ａ」）する体制としておりましたが、施策の実効性の検証

と営業店の認識共有化が図られなかったことから、チェック・アクションの部分が十分に機

能しておりませんでした。そのため、上述のとおり（１４頁を参照）役職員が一体となり計

画達成に向けた方向性を一つにして、チェック・アクションの機能性を改善してまいります。 

なお、経営強化に向けての本部・営業店間における認識の統一を図るため、同委員会には

非常任委員として大規模店舗長が加わっておりますが、必ずしも営業店職員全体には浸透し

きれていないことから、役員臨店時の営業店職員との意見交換において、経営強化に向けて

の認識の共有化を図ってまいります。 

 

イ．「金融円滑化推進部会」の活動状況 

中小規模事業者及び住宅ローン利用者からの返済等に関する相談に迅速かつ適切に応える

ため、各部署横断的に「金融円滑化推進部会」設置し、当組合における金融円滑化に関する

諸施策の推進状況等活動全体を専担で管理・統括しております。 

同部会では、専門的知識を有する企業支援部や融資部職員による「改善計画策定支援チー

ム」を組成し、中小規模事業者の経営改善計画の策定、モニタリング強化に取り組み、事業

者の販路拡大や公的制度の活用等においては、総合相談センターが中心となって対応してお

ります。 

さらに、平成２３年度は、活動状況を全店で共有し、各店相互に取組の相乗効果を高める

ため、定期的（３か月毎）に「金融円滑化推進会議」を開催しております。同会議では直前

３か月間の取組状況報告と併せ、個別取組案件の事例発表や金融円滑化部会からの各種情報

提供などを取り入れ、業務スキルアップも兼ねた内容としております。 

なお、当部会は、金融円滑化に関する取組状況を定期的に当組合ホームページに公表して

おります。平成２１年１２月４日の法施行日から平成２３年３月末までの主な取組状況は、

次のとおりとなっております。 

 

『経営強化計画の確実な履行の確保』 
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〔お客様が中小企業者の場合〕 

  貸付の条件の変更等の申込みを受けた貸付債権  1,327 件 52,032 百万円 

  このうち実行・審査中に係る貸付債権      1,247 件 50,434 百万円 

 

〔お客様が住宅資金借入者の場合〕 

  貸付の条件の変更等の申込みを受けた貸付債権   175 件 2,194 百万円 

  このうち実行・審査中に係る貸付債権       163 件 2,038 百万円 
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４．従前の経営体制の見直しその他の責任ある経営体制の確立に関する事項の進捗状況 

 

（１）業務執行に対する監査又は監督の体制の強化のための方策 

（経営監視・牽制の適正化） 

当組合は、コーポレート・ガバナンス態勢の確立を経営の最重要課題の一つとして位置

づけ、理事会、監事会による経営監視・牽制が適正に機能する体制としております。 

（監査体制の強化） 

本部・営業店業務監査ごとに行っているリスク監査をリスクカテゴリー毎の組織横断的

な内部監査に変更し、様々なリスクに対する組織連携態勢をチェックするなど、複雑化す

るリスクへ対応しております。 

（経営の客観性・透明性の向上） 

   本経営強化計画の進捗状況の管理・監督、経営戦略や基本方針についての客観的な立場

で評価・助言を受け、経営の客観性・透明性を高めるため、信用組合業界の系統中央金融

機関である全信組連の経営指導を毎月受けております。 

（経営方針の周知と職員意見の吸い上げ） 

経営方針の周知を強化するため、毎朝開催している役員部長連絡会（朝会）等主要会議

の席での理事長挨拶の内容を「理事長メッセージ」として社内ＬＡＮにより全役職員へ配

信するほか、部店長会議を隔月に開催し、幹部職員に対する経営の現状を適時適切に周知

することにより、幹部職員が自ら考え行動することを徹底しております。 

また、平成２２年度から、全営業店を地区毎に４ブロックに分割、ブロック毎に「ブロ

ック会議」を開催することにより、本部と営業店のコミュニケーションを深めております。

その中で、営業店の現場の意見を吸い上げることにより、経営管理態勢の強化と職場の活

性化に取組んでおります。 

さらに、本部各部で横断的に組織した「ブロック担当制」を導入、担当者を営業店毎に

配置し、この担当者は営業店の状況を把握するとともに、特性を考慮した臨店指導を実施

することにより、速やかな問題解決に結び付けています。 

しかしながら、１４頁に記載のとおり、本部と営業店間のコミュニケーションが十分に

図れていない現状にありますことから、組合内リレーションを強化し組織間の連携を強化

してまいります。 

 

（２）リスク管理の体制の強化のための方策 

当組合は、組合全体のリスクを統合的に管理するため、総合企画部を統括部署として「Ａ

ＬＭ委員会」を毎月開催し、各種リスク管理方針・規程に従い信用リスク、市場リスク、

流動性リスク、オペレーショナル・リスクをはじめ主要なリスク状況を把握するとともに、

評価・計測されたリスクについて協議し、その協議内容は常勤理事会に報告する体制とし

ております。今後は、全信組連のＡＬＭサポートを継続的に受け、各種リスクをコントロ

ールする手法を採り入れるなど、より高度な管理態勢を構築してまいります。 

 

ア．信用リスク管理強化のための方策 

（信用リスク管理態勢） 
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信用リスク管理方針・規程等に基づき、大口の要管理先以下の債務者毎に「個社別取組

方針」を策定し、定量・定性の両面でモニタリングを強化し、経営上の問題点の発見・対

応に努めております。特に、大口与信集中先や与信額が大きい建設業者、不動産業者につ

いては、地域との一体的再生という観点を踏まえつつ、継続的に業績のモニタリングを行

うとともに、取引先との面談を通じて策定した個社別取組方針に基づき、経費圧縮等を柱

としたリストラ策を提案するなど、経営改善支援に注力しております。 

（大口与信先、不良債権に対する経営改善支援と信用リスク管理の高度化） 

体制面では、大口与信集中及び業種集中の管理につきましては、与信全体でのシェア管

理を行い、その結果を、ＡＬＭ委員会を通じて定期的に常勤理事会へ報告し、経営陣がリ

スク量について適切に評価・判断できる体制としております。 

また、不良債権については、個社別取組方針を厳格に運用することにより、適切な管理

を行い、経営改善支援等の事業再生を強化しております。 

さらに、前述のとおり、平成２２年５月から「貸出債権トータル管理」を導入・実施し

ていることから、将来的には信用リスク管理の高度化を目的とした信用格付システムへ繋

げていく考えでおります。 

こうした対応は、経営強化計画の完遂に向けて信用リスクを的確に把握・管理していく

観点から、将来的な再生可能性を踏まえ債務者を分離して計数管理を行う手法を採り入れ

たものであり、これによりお客様への再生支援の取組みが強化されることを目指しており

ます。 

 

イ．市場リスク管理強化のための方策 

（運用方針） 

平成２３年度余裕資金運用方針・計画を策定し、引き続き、全信組連からの有価証券運

用サポートを定期的に受けながら、国債・地方債等の安全性の高い債券を中心に運用する

とともに、リスクの高い仕組債等について新たな運用は行わない方針です。 

（市場リスク管理態勢） 

   体制面では、リスク管理統括部署によるモニタリングを行い、その結果を、ＡＬＭ委員

会を通じて定期的に常勤理事会へ報告し、経営陣がリスク量について適切に評価・判断で

きる体制としております。 

また、全信組連からの有価証券運用サポートを参考として、株式など価格変動リスクの

高い有価証券の削減等資産構成を是正するとともに、厳格なロスカットルールの運用等迅

速な対応によりリスクの軽減に取組んでおります。 

 

（３）法令遵守の体制の強化のための方策 

当組合は、法令等遵守を経営の最重要課題の一つとして位置づけ、お客様・組合員の皆

様からの信頼・信用を確保するために、役職員一人ひとりのコンプライアンス意識の醸成・

徹底に取組んでおります。 

コンプライアンス推進のための統括部署であるコンプライアンス統括部に専担者を配置

して、法令等遵守態勢確立のための諸施策、業務改善計画の継続的なモニタリングに取組

んでおります。 
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具体的には、各部店におけるコンプライアンスプログラムの進捗をモニタリングすると

ともに、全部店毎のコンプライアンス・リスク研修会の月毎実施、全役職員に対する「コ

ンプライアンス理解度テスト」の四半期毎実施、「コンプライアンス担当者連絡協議会」の

定期開催、さらには、コンプライアンスに係る計画、実施、点検などを行う「コンプライ

アンス委員会」を設置し法令等遵守態勢の確立に向けた内部管理体制の改善に取組んでお

ります。 

このような取組みのほか、万が一、不正行為を行っている役職員を発見した場合は、顧

問弁護士へ直接報告することができる「内部通報制度」の活用により自浄作用を高めると

ともに、平成２１年１月にお客様に対してお約束した「適正な事務処理の実践に関する宣

言」を広く周知することにより、役職員が当該宣言に反し不適切な事務を行っている場合

は、お客様から「お客様相談室」にご連絡を頂き、速やかに問題を解決する体制としてお

り、役職員一丸となって不正行為の根絶に向け鋭意取組んでおります。 

 

（４）経営に対する評価の客観性の確保のための方策 

経営に対する評価の客観性を確保するため、信用組合業界の系統中央金融機関である全

信組連の経営指導を毎月受けることにより、当組合の経営戦略や基本方針について客観的

な立場で評価・助言を受け、経営の客観性・透明性を高めております。また、平成２３年

３月に全国信用組合監査機構の監査を受監し、経営にかかる助言を受けております。 

さらに、理事会の諮問機関として、外部有識者から構成される「経営諮問会議（アドバ

イザリーボード）」を新たに設置いたしました。本会議は、外部有識者より経営全般につい

て助言・提言をいただき、これを経営に反映させることにより、経営の客観性・透明性を

確保し、コーポレート・ガバナンスを強化することを目的としております。平成２２年  

１２月１日に第１回会議を開催し、地元経済界、信用組合業界、法曹界の出席者から、有

益な助言や提言をいただき、今後、これらの貴重な助言等を当組合の経営に生かしてまい

りたいと考えております。なお、経営諮問会議は半期に１回定期的に開催することとして

おり、第２回会議は、平成２３年７月に開催する予定にしております。 

 

（５）情報開示の充実のための方策 

お客様・組合員の皆様に当組合の経営に対する理解を深めていただき、経営の透明性を

確保することを目的として、迅速かつ充実した経営情報を開示するとともに、積極的な営

業活動に取組んでおります。現在行っているこのような情報開示に関する取組みにつきま

しては、基本方針「ディスクロージャー・ポリシー（情報開示に関する基本的な考え方）」

をホームページに公表しております。 

具体的には、決算期毎に法令で定められた開示内容以外に、経営理念、リスク管理態勢、

コンプライアンス管理態勢の状況をはじめ、地域貢献に関する情報等、当組合を理解して

いただくための経営情報をディスクロージャー誌に掲載し、窓口に備え置くほか、当組合

のホームページ上でも公開しております。なお、９月次においても経営内容に関するレポ

ートを作成し、ディスクロージャー誌と同様の方法で開示しております。 
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５．中小規模の事業者に対する信用供与の円滑化、その他の主として業務を行っている地

域における経済の活性化に資する方策の進捗状況 

 

（１）中小規模の事業者に対する信用供与の円滑化のための方策の進捗状況 

 

ア．中小規模事業者等向けの信用供与円滑化計画の進捗状況 

平成２３年３月期における中小規模事業者向けの貸出残高、及び総資産に占める割合の

実績については、以下のとおりであります。 

 

【 中小規模事業者向け貸出残高の推移 】 

（単位：百万円,％） 

 21/3 期 

実績 

（計画始期） 

22/3 期 

実績 

23 年 3 月期 

計画 実績 計画対比 21/3期対比 

中小規模事業者向け貸出残高 172,541 173,920 182,100 183,196 1,096 10,655 

総資産 451,502 466,599 471,340 447,927 △23,413 △3,575 

中小規模事業者向け貸出比率 38.21 37.27 38.63 40.89 2.26 2.68 

 

 

 

 

 

平成２２年度の中小規模事業者向けの貸出実行額は、年度末に向けて中小規模事業者向

けの貸出金増強運動に取組んだこと、企業支援部の経営改善指導先のうち特に経営改善の

可能性が高いと認められる取引先に対して事業承継・事業再生を目的とした融資に取組ん

だことなどから、9,550 件、81,779 百万円の実績となりました。この結果、平成２３年３

月期の中小規模事業者向け貸出残高につきましては、計画を 1,096 百万円上回る 183,196

百万円となり、計画の始期である平成２１年３月期比では、10,655 百万円上回っておりま

す。また、同貸出比率は、総資産が減尐したこともあり、計画を 2.26ポイント上回る 40.89％

となりました。 

   平成２３年度は引き続き、総合相談センターを核として、事業性融資にかかる経営相談

等お客様のサービス向上、融資営業係の営業力強化、融資にかかる相談窓口の機能強化に

取組んでおります。 

また、「けんみん信組リレーション強化キャンペーン」を継続実施し、与信取引先の販売

先・仕入先調査により作成したデータベースを活用し新規取引先開拓を行うなど取組みを

強化することによりその実効性を確保し、中小規模事業者に対する融資を増強してまいり

ます。 

さらに、組合内リレーション強化策により、組織として一体感のある効率的かつ機動的

な営業推進体制の強化に努め、特に、総合営業係が事業性融資の開拓に取組む時間を優先

的に確保し、新たな融資先の掘り起こしにも積極的に取組んでおります。 

 

（注） 

・中小規模事業者向け貸出比率 ＝ 中小規模事業者向け貸出残高 ÷ 総資産 
・中小規模事業者向け貸出とは、協同組合による金融事業に関する法律施行規則別表第１における「中小企業等」

から個人事業者以外の個人を除いた先に対する貸出で、かつ政府出資主要法人向け貸出及び特殊法人向け貸出、
土地開発公社向け貸出及び地方住宅供給公社向け貸出等、大企業向けＳＰＣ、その他金融機能強化法の趣旨に
反するような貸出を除外したものです。 
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イ．信用供与体制の充実・強化  

信用供与体制の充実・強化に向けては、「融資営業係」の配置と「総合相談センター」の

設置から１年以上が経過し、引き続き融資の深耕や経営相談体制を強化しております。内

部的には、毎月「営業推進戦略会議」を継続開催しており、目標必達意識を喚起している

ほか、「営業インストラクター」を４名、および「融資営業インストラクター」を１名配置

し、営業態勢の強化を図っております。 

また、総合相談センター及び１３店舗の計１４拠点に個人向けローンと事業性融資に関

する相談業務を担う「ローン相談窓口」を開設し、毎週水・金曜日は午後８時まで相談を

受け付ける態勢となっております。 

さらに、平日の往訪による面談や来訪が困難な中小規模事業者の利便性向上を図るため、

昨年度に引き続き、年末、年度末に緊急の資金需要が発生することが見込まれるタイミン

グに合わせて、全店舗に「休日相談窓口」を設置し、融資相談に積極的に対応しておりま

す。 

なお、「ローン相談窓口」・「休日相談窓口」とも、設置店舗エリア外のお客様からの相談

にも積極的に対応しております。 

 

ウ．創業又は新事業開拓、事業承継に係る支援等（中小企業基盤整備機構、やまなし産業支援

機構、山梨県中小企業団体中央会、地域商工会議所・商工会等との連携） 

総合相談センターでは、各種団体や地域の商工会議所・商工会等との連携強化について、

順次、取組みを進めており、情報の集積及び発信機能（起業・新規事業展開に役立つ情報

提供等）を強化するとともに、各種団体関係者を招致しての相談会開催など、創業・新規

事業展開希望者へのアドバイス等支援を実施し、相談を通じて創業や新規事業展開が実現

する場合には、県の制度融資等を活用して融資を実行するなどの、金融面での支援も積極

的に行っております。 

また、各種団体（山梨県中小企業団体中央会、中小企業基盤整備機構、やまなし産業支

援機構、甲府商工会議所、富士吉田商工会議所、山梨県商工会連合会等４０団体）と定期

的な会合を持つなど連携を強化し、税務面や経営面に関わる専門家（税理士、中小企業診

断士、相談員等）の派遣斡旋にも積極的に取組んでおります。 

さらに、産学官連携にも力を入れ、山梨大学主催の「産学官連携による研究成果発表会」

へ参加し、当組合取引先へ情報提供するなど取引拡大を推進しているほか、産学官連携活

動を展開する「山梨大学客員コーディネーター制度」に参加し、平成２３年３月に１０名

の職員がコーディネーターとして委嘱を受け、取引先企業の新技術・新商品の開発など技

術的問題解決をサポートする活動にも取り組んでおります。このほか、中小企業庁が進め

ている「中小企業支援ネットワーク事業」に「中小企業支援機関」として参加し、取引先

企業の各種相談・問題解決に向けて、同事業のアドバイザーを紹介する活動に取り組んで

おり、これまでに４先に対してアドバイザーを同行した訪問を実施し、経営相談に対応し

ております。 

 

エ．事業の承継に対する支援に係る機能の強化のための方策 

経営者の後継者問題を抱える家族経営企業を含む中小規模事業者の事業承継問題につい
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ては、総合相談センターが中心となり、外部専門家の紹介など連携を強化しながら、提案

から実行まで一貫して事業承継支援に取組んでおります。 

県内自営業者のうち３分の２以上は後継者が決まっていないという調査結果を踏まえ、

平成２３年度は「事業承継」をテーマとしたセミナーの開催を予定しております。 

今後も、地域に密着した営業活動を実践していくなかでの情報をもとに、事業承継に関

する各種相談対応やＭ＆Ａなど、同センターを中心とした取組みを推進してまいります。 

 

オ．担保又は保証に過度に依存しない融資の促進等 

（Ａ）動産担保融資 

動産担保融資への取組みについては、中小規模事業者の資金繰り円滑化に資するもので

あるとの認識から積極的に取組んでおり、平成２１年度から総合相談センター及び企業支

援部が中心となって取組んでおり、これまで、商品在庫、機械設備等を担保とした融資を

実現し、累計で５件の実績を上げております。また、平成２３年５月に「債権・動産等譲

渡担保取得運用マニュアル」を改正し、診療報酬等の将来発生が予測される債権について

も取扱いを可能といたしました。  

 

（Ｂ）ビジネスローン 

中小規模事業者、とりわけ個人事業者に対しては、無担保・第三者保証不要のビジネス

ローン（事業性資金）を積極的に推進しておりますが、資金需要の低迷が続いていること

などから、平成２２年度の実行額は２３４百万円、同年度末残高は６６１百万円となり、

前年同期との比較においては２１百万円増加いたしましたが、計画比では１８９百万円下

回っております。引き続き、融資及び営業担当者を対象とした販売・推進方法の研修会を

開催し、よりタイムリーかつスピーディーに資金需要にお応えするよう取組み、さらなる

推進に努めてまいります。 

 

【 保証会社付ビジネスローン推進実績 】 

           （単位：百万円） 

 21/3 期実績 

(計画の始期) 

22/3 期 

実績 

23/3 期 

計画 実績 計画対比 始期比 

ビジネスローン実行額（期中） 593 386 450 234 △216 △359 

ビジネスローン残高（末残） 522 640 850 661 △189 139 

（注）ビジネスローンは平成 20 年 7 月 22 日発売。 

 

（Ｃ）信用保証協会保証付融資 

信用保証協会保証付融資の推進に関しては、総合相談センターが中心となり山梨県中小

企業団体中央会や山梨県内の商工会議所・商工会との連携強化とともに取組んでおります。

同協会保証付融資の推進強化につきましては、平成２１年８月より山梨県信用保証協会へ

職員を出向派遣しており、同協会職員講師による職員向け研修会等を平成２２年度は４回

実施し延べ１０３名参加したほか、融資営業係を中心とした新規訪問活動や同協会保証付

融資の完済者への融資開拓活動を実施するなど、中小規模事業者への資金供給の円滑化に
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努めております。 

さらに、平成２２年３月から順次、甲府法人会、山梨法人会、鰍沢法人会、大月法人会

と提携した信用保証協会保証付ローンの取扱いを開始し、各地域における中小規模事業者

への資金供給に努めております。 

このように信用保証協会保証付融資の推進に積極的に取組んだものの、前述のとおり、

期中を通して資金需要が低迷したことなどから、平成２２年度の同協会保証付融資の実行

額は６７５件３，８９７百万円、同年度末残高は１４，５４５百万円となり、前年同期と

の比較においては５１９百万円増加いたしましたが、計画比では４，９５５百万円下回っ

ております。 

 

【 信用保証協会保証付融資推進実績 】 

         （単位：百万円） 

 21/3 期実績 

(計画始期) 

22/3 期 

実績 

23/3 期 

計画 実績 計画対比 始期比 

保証協会付融資実行額（期中） 6,552 4,797 4,800 3,897 △903 △2,655 

保証協会付融資残高（末残） 13,895 14,026 19,500 14,545 △4,955 650 

 

 

（Ｄ）その他無担保融資 

平成２３年２月より、当組合の融資先からの売掛金振込口座を有しているお客様を対象

とした、売掛金見合い無担保融資「ネットワークローン」の取扱いを開始いたしました。 

当該商品は、売掛金振込口座の資金を擬似的な担保と見做すことによりリスクを吸収し

つつ、新規取引の発掘と既存取引の深耕を図り、延いては融資残高および事業所預金残高

の増強に資することを目的としております。口座の残高が常時把握できるため、通常の無

担保融資と比較して金利を優遇した商品設計となっており、お客様の資金繰りに適時に対

応できるものであります。平成２３年５月末までの実績は、６１件、４９百万円を実行し

ております。 

 

カ．経営改善支援 

当組合は経営改善の可能性が高いと認められる取引先に対しては、所管部署である企業支

援部が中心となり、毎月訪問を基本とし、場合によっては月に複数回の訪問を行うなど、き

め細かな経営改善支援及び早期事業再生支援に積極的に取組んでおります。特に、１億円以

上の要管理先以下の取引先につきましては、「個社別取組方針」を策定・実行し、経営改善指

導を徹底しております。 

  平成２３年３月末の経営改善支援等の取組実績は、以下のとおり、合計で２７１先（企業

支援部所管１９２先、総合相談センター対応１８先、営業店対応６１先）となり計画を上回

りました。平成２２年３月末比で先数が６３先増加、支援取組率が１.１８ポイント上昇いた

しました。 

具体的には、企業支援部および総合相談センターが中心となり、計画始期と比較し、創業・

新事業開拓支援先１７先、経営相談先４１先、早期事業再生支援先１３先、事業承継支援先
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４先、担保・保証に過度に依存しない融資推進先５３先をそれぞれ追加いたしました。担保・

保証に過度に依存しない融資推進先につきましては、平成２３年２月より販売した売掛金見

合い無担保融資「ネットワークローン」の取組実績を反映したことから、件数が増加してお

ります。 

 

【 経営改善等支援取組み推移 】 
         （単位：先,％） 

 21/3 期 

実績 

（計画始期） 

22/3 期 

実績 

23/3 期 

計画 実績 計画対比 始期比 

経営改善等支援取組先数 143 208 199 271 72 128 

 創業・新事業開拓支援先 4 9 5 21 16 17 

経営相談先 127 169 166 168 2 41 

早期事業再生支援先 11 24 22 24 2 13 

事業承継支援先 0 4 4 4 0 4 

担保・保証に過度に依存しない融資推進先 1 2 2 54 52 53 

期初債務者数 6,984 6,259 6,560 6,207 △353 △777 

支援取組率 2.04 3.18 3.03 4.36 1.33 2.32 

（注）・期初債務者数とは、「日本標準産業分類」の大分類に準じた業種別区分に基づく「地方公共団体」「雇

用・能力開発機構等」「個人（住宅・消費・納税資金等）」を総債務者数から除いた数といたします。 

・平成２０年７月企業支援部設置以降における「経営改善支援取組先」とは以下の取組み先といたし

ます。 

（１）創業・新事業開拓支援先 

信用保証協会保証付「起業家支援融資」を取扱った先、新事業展開をサポートする先 

（２）経営相談先 

経営改善指導に係る助言等を継続的に行っている先 

（３）早期事業再生支援先 

経営改善計画の策定を支援し継続してフォローしている先、中小企業再生支援協議会と連携し

て事業再生を継続して支援している先 

（４）事業承継支援先 

事業承継に係る相談に対し相談等を行った先 

（５）担保・保証に過度に依存しない融資促進先 

資金繰りの円滑化に向け ABL 手法の活用を行った先、売掛金見合い無担保融資「ネットワーク

ローン」の取組みを行った先 

 

今後においても、県内の経済情勢及び中小規模事業者の業況が、早期改善が図られるとは

考えにくいことから、地域密着型の金融機関としての使命を果たすべく、引き続き、総合相

談センター業務の周知に努め、当センターを中心として外部の各種関係機関との連携を更に

密にすることにより、中小規模事業者への支援強化に取組んでまいります。 

 

キ．人材の育成(目利き力の強化) 

人材育成に関しましては、全信組連の企画・斡旋により、整理回収機構からこれまで通算

７名の人材を支援いただき、経営改善支援や融資管理のスキル向上を図っており、加えて、

平成２２年には先進の信用組合から３名の人材を支援いただき、融資推進及び融資実務に関

する職員の能力・技能の向上を図っております。 

研修については、受講者のレベルに合わせて、融資担当者及び役席者を全国信用組合中央
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協会や山梨県信用組合協会が主催する外部研修会に平成２２年度は計２６回、延べ１８４名

の職員を派遣しております。 

また、総合営業係、融資担当者及び役席者を対象として、山梨県、やまなし産業支援機構、

山梨県中小企業再生支援協議会、山梨県信用保証協会等の外部講師を招いた内部研修会（平

成２２年度は計６回、延べ１８９名参加）を開催した他、融資部、企業支援部の職員が内部

講師となり内部研修会を毎月開催（１回７０～８０名参加）しております。 

このような定型的な研修に加え、職員が自発的に参加する休日勉強会を、昨年度に引き続

き平成２２年度も開催いたしました。この勉強会は、総合営業係の融資業務に関するスキル

アップを目的として、理事長と常務理事等が講師を務めるとともに、理事長が編纂した『融

資業務「営業・管理」ハンドブック』をテキストとして使用するなど、トップ自らが指導に

当たっております。平成２２年度は、受講者のレベルに合わせて選択することができるコー

ス制（フォローアップコース、ステップアップコースの２コース）を採用して実施いたしま

した。 

〔フォローアップコース〕 

  常務理事等が講師となり講義形式で 4 回実施（1 回 60～70 名参加） 

〔ステップアップコース〕 

  理事長が講師となりゼミ形式で 3 回実施（1 回 30～50 名参加） 

 

これらの研修を通じて、企業分析力の向上など、目利き力を高めるとともに、業務の効率

化、ひいては信用供与の円滑化に寄与するため、職員のレベルアップに努めております。 

今後とも、不動産担保や第三者保証以外の手法を用いての信用供与にも積極的に対応でき

るよう、新たに取組む業種におけるお客様の実態把握と事業計画の実現可能性を精査するた

めの目利き力の育成にも取組んでまいります。 

なお、人材育成は当組合の総体的な戦力アップに欠かせないものと認識し、経営目標達成

には必要不可欠な課題として位置づけ、長期的視野に立ち、平成２２年５月に教育研修制度

並びに人事ローテーション制度を整備いたしました。これにより、総合職の場合は、管理職

になるまでの育成期間を二期に分け、金融業務基礎知識の習得期間を第一期育成期間、幅広

い金融知識の習得期間を第二期育成期間として、それぞれの育成期間に応じた研修を配置す

るとともにモデルジョブローテーションを定めることにより、これまで以上に計画的に職員

を教育・育成する体制といたしました。 
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（２）主として業務を行っている地域における経済の活性化に資する方策の進捗状況 

 

ア．経営改善支援及び早期事業再生支援態勢の強化 

当組合は経営改善の可能性が高いと認められる取引先に対しては、所管部署である企業

支援部が中心となり、中小規模事業者に対するきめ細かな経営改善支援及び早期事業再生

支援に積極的に取組んでおります。 

また、支援先への訪問等を通じての業況モニタリング、支援先顧問税理士とのヒアリン

グ、及びキャッシュフロー検証などの財務分析による実態把握を踏まえて、改善計画の策

定支援や個社別取組方針に基づく指導を実践するとともに、内部的には企業支援部職員並

びに営業店担当者のスキル向上に取組んでおります。 

今後は、企業支援部による経営改善支援及び早期事業再生支援に加え、総合相談センタ

ーの機能充実により営業店サポート態勢が強化されたこと、また、平成２２年度から導入

した貸出債権トータル管理を実践することにより、これまで以上に多面的な経営改善支援

に取組んでまいります。 

 

イ．経営に関する相談その他の取引先の企業に対する支援に係る機能の強化のための方策 

東日本大震災の影響により、我が国の景気は先行き不透明感が強まっているなか、山梨

県の経済及び県内の中小規模事業者はこれまで以上に厳しい状況となることが懸念されま

す。 

取引先の経営改善にかかる相談については、必要に応じて外部機関や外部専門家の指導

を仰ぎつつ、営業店と本部が一体となって、資産売却、経費節減、財務内容改善をはじめ

とする経営改革や改善計画についての提案・助言等の支援に取組んでおります。また、総

合相談センターを通じてのビジネスマッチングによる販路拡大支援等にも積極的に取組ん

でおり、これまでに５件の実績がありました。将来的にビジネスマッチングフェア（仮称）

を開催するため、先進信用組合や山梨県中小企業家同友会のビジネスマッチングを視察し、

開催方法・ノウハウを吸収・蓄積しております。 

また、ビジネスマッチングに関しては、ネット上の仮想工業団地として、地域の商工会

議所・商工会が開始した「風林火山ビジネスネット」をより多くのお客様へＰＲするため、

パンフレットを一新したうえで配付するなど利用勧奨に努めており、今後とも同ネットを

通じての取引先のビジネスチャンス拡大に取組んでまいります。 

経営改善支援への取組みに関しては、中小規模事業者からの経営改善相談にも即応でき

るよう、総合相談センターと企業支援部が連携を強化し、中小企業再生支援協議会利用に

関する仲介、経営改善計画の策定支援、経営改善に向けてのコンサルタント業務、外部コ

ンサルタントの斡旋、及びＡＢＬ（資産担保貸出、所有動産・流動資産を活用した融資）

の活用相談に取組んでおり、平成２３年６月末までに６件の動産担保設定実績があり、事

業者への資金繰り円滑化に貢献できたと評価しております。引き続き、動産担保を積極的

に活用し、事業者の円滑な資金繰りと当該融資手法の確立を図ってまいります。 

企業診断サービスに関しては、企業支援部が提供した簡易型財務分析を営業店が活用す

ることにより取引先へのコンサルタントのきっかけをつかみ、その後、全国信用組合中央

協会が提供する「あのねット診断システム」を利用した詳細な経営改善指導を実施してお
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ります。さらに、個別具体的な経営改善が必要な先については、中小企業診断士を紹介す

るなど経営改善指導の充実・強化に努めております。 

中小企業応援センター事業の終了に伴い、平成２３年度は新たに「中小企業支援ネット

ワーク強化事業」が開始されたことから、当組合は支援機関として参加し、同事業のアド

バイザーを介して、取引先企業の抱える専門的な経営課題の解決を図る支援を行っており

ます。 

引き続き、融資営業係を中心とした営業活動を通じてお客様のニーズの把握に努め、適

時適切なサポートの提供に取組んでまいります。 

 

ウ．成長が見込める分野を通じての地域活性化に資する取組み 

長引く不況下にあっても農業、医療介護、環境等は市場拡大が大いに期待される分野で

あり、地域経済の活性化に資するものであるとの認識から、総合相談センターが中心とな

り、各分野の関係機関等との提携に向けて精力的に取組んでおります。 

農業分野に関しては、同分野に特化した２商品（「豊穣」、「あぐりパートナーズ」）を推

進しております。また、外部関係機関２先から専門家を招き、山梨県農業の実態・施策（や

まなし農業ルネッサンス大綱）や農業融資の見方などをテーマとした研修を実施し、農業

分野における目利き力を養成しております。また、平成２２年１１月に川上出張所を支店

に昇格させ川上支店とし、当該支店の営業地域である長野県佐久郡における農業振興にお

いて金融面でのサポートをより一層強化してまいります。 

医療分野に関しては、同分野に特化した２商品（「ドクタービジネスローン」、「めでぃか

るパートナーズ」）を発売し、山梨県医師会報に広告を掲載するなど推進しております。ま

た、診療報酬を債権譲渡担保とする形で設備資金に関する資金需要にお応えするため、将

来発生が予測される債権について取り扱うことを可能とするスキームを構築し、平成２３

年５月に「債権・動産等譲渡担保取得運用マニュアル」を改正し、取扱を開始いたしまし

た。また、社会保障を支える福祉医療の基盤整備を進めるため、社会福祉施設及び医療施

設の整備のために当組合が金融面で果たす役割は大きいものと認識し、平成２２年９月に

独立行政法人福祉医療機構と協調融資に関する覚書を締結し、現在１先の案件に取組んで

おります。 

環境分野に関しては、環境問題に取組むことが企業市民として担うべき責任のひとつで

あると認識しており、個人向け商品として４商品（「エコカーローン」、「エコ家電ローン」、

「エコ住宅ローン」、「エコリフォームローン」）を推進しております。また、温室効果ガス

排出削減設備導入企業及び林業・木材関連事業者を対象とする事業性商品２商品（「環境対

策融資フォレスト」、「環境対策融資クリーンサポート」）も併せて推進しております。なお、

平成２２年５月から、環境問題に対する更なる取組みの一環として、「財団法人山梨県緑化

推進機構」が運営する『緑の募金』事業の協賛団体として認定を受け、全組合を挙げて募

金活動を実施しております。具体的には、前述の事業性商品２商品の融資残高に応じた一

定金額を、お客様にご負担いただくことなく、当組合が同機構に募金させていただくとと

もに、営業部店の店頭に募金箱を設置し、来店されたお客様にも広く募金活動へのご協力

を呼びかけております。 
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６．剰余金処分の方針 

 

平成２３年３月期決算は、大口与信先の経営破綻等により計画を上回る多額の不良債権処

理損失額を計上し、当期純利益は２９５百万円の損失計上となったことから、配当可能剰余

金が確保できず、誠に遺憾ながら、前期に引き続き出資金配当は無配とさせていただきまし

た。 

このような事態を真摯に受け止め、経営強化計画および抜本的な収益改善策の着実な履行

に努めることで収益力強化と業務の効率化を進め、平成２４年３月期より優先出資に対する

所定の配当を実施するとともに、内部留保の蓄積による優先出資の消却財源を確保するため

に、全役職員が総力を挙げて取り組んでまいる所存であります。 
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７．財務内容の健全性及び業務の健全かつ適切な運営の確保のための方策の進捗状況 

 

（１）経営管理に係る体制 

理事会は「内部統制基本方針」のほか、これに基づく「法令等遵守基本規程」、「顧客保

護等管理方針」及び「リスク管理方針」を制定し、その重要性をあらゆる機会を通じて全

役職員に対して周知徹底することにより、適切な業務運営の確保に努めております。 

また、理事会は「内部監査基本方針」を制定するとともに、内部監査部署である監査部

を理事会直轄の組織として、その独立性を確保しております。監査部は、当方針に基づく

監査を通じて、各部店における内部管理態勢、法令等遵守態勢、顧客保護等管理態勢及び

リスク管理態勢の有効性を評価し、問題点の発見・指導にとどまらず、問題点の改善方法

の提言を行っております。 

なお、中小企業金融円滑化法施行により改正された金融検査マニュアルを踏まえて、所

管部署は、中小規模事業者等からの返済等に関する相談に迅速かつ適切に対応するために

設置した金融円滑化推進部会と連携を図りながら、内部統制基本方針、内部監査基本方針・

同規程等、及び顧客保護等管理方針・同規程等を平成２２年２月に改正・施行いたしまし

た。さらに、平成２２年１０月には、金融分野における裁判外紛争解決制度（金融ＡＤＲ

制度）の創設に伴い、なお一層の顧客保護の充実及び金融商品・サービスに対する顧客の

信頼性向上を目的として、内部管理態勢を整備するとともに、顧客サポートに関する規程・

マニュアル等を制定・改正いたしました。当組合の苦情処理措置・紛争解決措置等の概要

は、当組合ホームページに公表しておりますとおり、当組合との取引に関する苦情等のお

申し出は当組合のほか、山梨地区しんくみ苦情等相談所、しんくみ苦情等相談所をはじめ

とする他機関でも受け付けております。お申し出いただいた苦情等は、事情・事実関係を

調査するとともに、必要に応じ関係部署との連携を図り、公正・迅速・誠実に対応し、解

決に努めてまいります。 

 

 

（２）各種のリスク管理の状況 

各種リスク全般を管理する組織体制、信用リスク管理、市場リスク管理については、「第

４．（２）リスク管理の体制の強化のための方策」に記載のとおりです。 

そのほかのリスクとして、流動性リスク管理及びオペレーショナル・リスク管理は次の

とおりです。 

 

ア．流動性リスク管理 

当組合は、直面する流動性リスクを適切に管理するための方針・規程を制定し、日次、

週次、月次で資金の動きをモニタリングする体制としております。資金面で重大な動きが

ある場合は速やかに担当理事を通じて理事長へ報告するなど、迅速な対応をとることで資

金繰りの安定に努めております。 

また、預金流出を想定しての流動性確保を最優先とした資金運用とすることにより、流

動性危機時の対応を強化しております。 
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イ．オペレーショナル・リスク管理 

オペレーショナル・リスクを事務リスク、システムリスク、法務リスク、人的リスク、

有形資産リスク及び風評リスクに特定し、各リスクについて、所管部署を定め、各所管部

署は、各種方針、規程、マニュアルを遵守させる取組を強化しており、リスクの極小化及

びリスクの顕在化の未然防止に努めております。 

特に、事務リスクの顕在化未然防止における対応として、全ての事務ミスに関して発生

原因の分析を行い、常勤理事会へ定期的に報告するとともに、全部店に周知することによ

り、類似事案の再発防止と注意喚起を行っております。 
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８．地元からの支援の進捗状況 

 

当組合の主たる営業地域である山梨県は、東日本大震災の間接的な影響もあるなか、今

後も厳しい経済状況が続くことが予想され、主要な取引先である中小企業者においても業

績の好転は相当の時間を要する状況です。 

こうした状況下、資本の健全性を確保し、県内の中小企業向け貸出の増強等を行ってい

くことを目的に、全信組連に優先出資を引き受けていただき国から金融機能強化法に基づ

く財源面の支援をいただいたことにあわせて、地元県及び銀行に対しましても支援の要請

を行い、連携強化に向けて取組んでおります。 

具体的には、次の支援があり、そのほかについても協議を進めております。 

 

ア．山梨県からの支援 

（Ａ）中小企業者への資金供給の円滑化を図るため、２０億円の預託金の増額 

（Ｂ）中小企業者に対して積極的な支援を行うため、融資担当者の研修会における制度融資な

ど県の中小企業施策に関する情報提供 

（Ｃ）融資案件に対する相談機能の充実を図るため、融資担当者の研修会における県の金融相

談事業に関する情報提供 

（Ｄ）融資先の様々なニーズに対応するため、県工業技術センター、県富士工業技術センター

及び(財)やまなし産業支援機構による技術指導や経営指導 

（Ｅ）行政経験豊富な人材（県職員ＯＢ）の紹介による、公的諸制度への対応力強化、融資案

件に対する相談機能の充実、及び職員のスキルアップに向けた金融相談事業のノウハ

ウ・情報の提供 

 

イ．山梨中央銀行からの支援 

（Ａ）顧客サービスの向上を目的としたＡＴＭの開放〔平成２２年２月２２日実施〕 

   これにより、当組合のカードによる山梨中央銀行のＡＴＭでの「お引出し」に係る手数

料が平日時間内は無料で利用できるようになりました。 

   平成２２年度におけるご利用件数は、５７千件ございました。 

（Ｂ）当組合職員のレベルアップを目的とした内部研修会（マナー研修、融資研修）への講師

派遣 

平成２２年度においては、平成２３年３月に各部店のＣＳ委員を対象にしたＣＳ研修に

講師を派遣していただき、４１名が参加いたしました。 

平成２３年度における講師派遣につきましては、平成２３年７月までに実施時期・方法

等を協議する予定にしております。 

 

以  上 


